
業務及び財産の状況に関する説明書 

【2023 年 12 月期】 

 この説明書は、金融商品取引法第 46 条の４に基づき、全ての営業所に備え置き公衆の

縦覧に供するため作成したものであります。 
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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 １．商号 

   ＧＭＯクリック証券株式会社 

 

 ２．登録年月日（登録番号） 

   2007 年９月 30 日（関東財務局長（金商）第 77号） 

 

 ３．沿革及び経営の組織 

  (1) 会社の沿革（2023 年 12 月 31 日現在） 

年   月 沿     革 

2005 年 10 月 ＧＭＯインターネット証券株式会社設立 

2006 年３月 証券業登録（関東財務局長（証）第 257 号） 

2006 年４月 口座開設受付業務開始 

2006 年５月 証券オンライントレード取引サービス開始 

2006 年７月 金融先物取引業登録（関東財務局長（金先）第 159 号） 

2006 年 10 月 外国為替証拠金取引サービス開始 

2006 年 11 月 株価指数先物取引、株価指数オプション取引の取扱開始 

2007 年２月 一般（無期限）信用取引の取扱開始 

2007 年９月 第一種金融商品取引業登録（関東財務局長（金商）第 77 号） 

2007 年 12 月 クリック証券株式会社へ商号を変更 

2008 年４月 外国為替証拠金取引における顧客資産の信託保全を開始 

2008 年９月 本社を東京都渋谷区道玄坂に移転 

2009 年４月 株式会社大阪証券取引所の取引資格取得 

同 株式会社日本証券クリアリング機構の清算資格取得 

2009 年９月 東京証券取引所の総合取引資格取得 

2009 年 10 月 ジャスダック証券取引所の取引資格取得 

2010 年４月 ＣＦＤ取引サービス開始 

2010 年８月 くりっく３６５（取引所為替証拠金取引）サービス開始 

2010 年 11 月 外国債券の取扱開始 

2011 年３月 外為オプション取引サービス開始 

2011 年４月 ＧＭＯクリック証券株式会社へ商号を変更 

2012 年１月 株式移転によりＧＭＯクリックホールディングス株式会社（現ＧＭＯフィナ

ンシャルホールディングス株式会社）の完全子会社化 

2012 年５月 本社を東京都渋谷区桜丘町に移転 

2013 年 11 月 新・外為オプション取引サービス開始 

2014 年５月 ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）取扱開始 

2014 年 12 月 外国株ＣＦＤ取扱開始 

2016 年１月 株式会社お金のデザインと業務提携に関する基本合意書の締結 

2016 年３月 海外ＥＴＦ（上場投資信託）ＣＦＤ取扱開始 
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2016 年４月 株式会社大和証券グループ本社及び大和証券株式会社と業務提携に関する基

本合意書締結 

2016 年 10 月 貸株サービス取扱開始 

同 貸付型クラウドファンディングサービス「maneo」取扱開始 

2017 年３月 投資信託取扱開始 

2018 年５月 銀行代理業の許可取得 

2018 年８月 ＧＭＯあおぞらネット銀行との口座連携サービス「証券コネクト口座」提供

開始 

同 一般信用売りサービス取扱開始 

2018 年 10 月 発行体格付を取得 

2019 年４月 「株価指数バイナリーオプション」取扱開始 

2020 年 1月 本社を東京都渋谷区道玄坂に移転 

 

  (2) 経営の組織（2023 年 12 月 31 日現在） 
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４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議

決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

（2023 年 12 月 31日現在） 

氏 名 又 は 名 称 保有株式数 割 合 

１．ＧＭＯフィナンシャルホールディングス株式会社 18,010,400株 100.00％ 

計      １名 18,010,400株 100.00％ 

 

５．役員（外国法人にあっては、国内における代表者を含む。）の氏名又は名称 

（2023 年 12 月 31日現在） 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代表取締役社長 高島 秀行 有 常勤 

取締役 鬼頭 弘泰 無 常勤 

常務取締役 山本 樹 無 常勤 

取締役 石村 富隆 無 常勤 

取締役監査等委員 谷口 幸博 無 常勤 

取締役監査等委員 谷口 郁夫 無 非常勤 

取締役監査等委員 熊谷 文麿 無 非常勤 

（注）谷口郁夫及び熊谷文麿は、社外取締役監査等委員です。 

 

 ６．政令で定める使用人の氏名 

  (1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の規則

をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その他いか

なる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る地位

にある者を含む。）の氏名 

（2023 年 12 月 31日現在） 

氏   名 役  職  名 

山本 樹 常務取締役 

 

  (2)  投資助言業務（金融商品取引法第 28 条第６項に規定する投資助言業務をいう。）又は投資

運用業（同条第４項に規定する投資運用業をいう。）に関し、助言又は運用（その指図を含む。）

を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（金融商品取引法第２条第８項第 11 号ロに規定

する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行う者（投資助言業務に関し当該

投資判断を行う者にあっては、第一種金融商品取引業（有価証券関連業に該当するものに限る。）

に係る外務員の職務を併せ行うものを除く。）を含む。）の氏名 

該当事項はありません。 
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７．業務の種別 

  (1) 金融商品取引業（金融商品取引法第２条第８項） 

   ① 第一種金融商品取引業（金融商品取引法第 28 条第１項） 

・金融商品取引法第 28条第１項第１号に掲げる行為に係る業務 

・金融商品取引法第 28条第１項第２号に掲げる行為に係る業務 

・金融商品取引法第 28条第１項第５号に掲げる行為に係る業務 

 

   ② 第二種金融商品取引業（金融商品取引法第 28 条第２項） 

・金融商品取引法第 28条第２項第３号に掲げる行為に係る業務 

 

  (2) 金融商品取引業に付随する業務（金融商品取引法第 35条第１項） 

・有価証券の貸借又はその媒介若しくは代理 

・信用取引に付随する金銭の貸付業務 

・有価証券に関する顧客の代理業務 

・受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

・累積投資契約の締結業務 

・有価証券に関連する情報の提供又は助言（金融商品取引法第２条第８項第 11号に掲げる行 

為に該当するものを除く）業務 

 

 ８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

（2023 年 12 月 31日現在） 

名   称 所  在  地 

本   店 東京都渋谷区道玄坂一丁目２番３号 

 

 ９．他に行っている事業の種類 

・商品の価格その他の指標に係る変動、市場間の格差等を利用して行う取引として内閣府令で

定めるものに係る業務 

・他の事業者の業務に関する電子計算機のプログラムの作成又は販売を行う業務及び計算受託

業務 

・他の事業者の業務に関する広告又は宣伝を行う業務 

・金融機関代理業務（銀行法第２条第 14 項に規定する銀行代理業） 
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 10．苦情処理及び紛争解決の体制 

・第一種金融商品取引業（金融商品取引法第 37条の７第１項第１号イ） 

      日本証券業協会及び一般社団法人金融先物取引業協会（いずれも特定非営利活動法人証

券・金融商品あっせん相談センタ－へ業務委託）を利用する体制としており、特定非営利

活動法人証券・金融商品あっせん相談センタ－との間で特定第一種金融商品取引業務に係

る手続実施基本契約を締結する措置を講じております。 

 

・第二種金融商品取引業（金融商品取引法第 37条の７第１項第２号イ） 

      一般社団法人金融先物取引業協会（特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談セ

ンタ－へ業務委託）を利用する体制としております。 

 

 11. 加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

・加入する金融商品取引業協会の名称 

日本証券業協会 

一般社団法人金融先物取引業協会 

 

・対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

     該当事項はありません。 

 

 12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

株式会社東京証券取引所 

株式会社大阪取引所 

株式会社東京金融取引所 

 

 13．加入する投資者保護基金の名称 

日本投資者保護基金 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

 １．当期の業務の概要 

 当期における国内株式市場は、米国・欧州経済の減速が懸念される中で、外国為替市場での円安進

行や日本国内企業の好調な業績の後押しを受けた海外投資家による日本株買いが拡大した結果、日経

平均株価は上昇基調で推移し、６月 16 日の終値がバブル期後約 33 年ぶりの最高値を記録しました。

７月３日に再び最高値を更新して以降は米国の金利上昇の影響を受けて一時軟調に転じましたが、日

経平均株価は総じて堅調に推移し、前期末の 26,094 円 50 銭から 28％上昇して 33,464 円 17 銭で今期

の取引を終えました。このような相場展開を受けて、個人投資家の株式等委託売買代金は前期と比較

して 20％増加しました。 

 外国為替市場においては、年初に１ドル＝131 円台で始まったドル円相場は、１月中旬に 127 円台

まで円高が進行しました。その後、４月に日銀新総裁が金融政策の修正に慎重な姿勢を見せたことで

日米金利差拡大観測が強まった結果、円安が急速に進行し、2023 年 11 月には 151 円台をつけました。

このようなボラティリティの高まりを受けて、国内店頭 FXの取引金額は過去最高を記録した前期と同

水準となり、２年連続で１京円を超えました。 

 このような外部環境の中、収益の柱である店頭 FX については、2023 年 6 月に NZ ドル/円、カナダ

ドル/円、スイスフラン/円、12 月にユーロ/円、豪ドル/円、ユーロ/米ドル、豪ドル/米ドル、ポンド

/豪ドル、合計 8通貨ペアの通常スプレッドを業界最小水準に縮小したほか、キャッシュバックキャン

ペーンを開催するなど顧客満足度の向上と新たな顧客層の獲得に取り組みました。 

 株式取引においては、より有利な条件で国内株式を取引したいというお客様のご要望にお応えする

べく、2023 年 4月より、複数の市場から最良価格がある市場を自動的に選び、注文を執行する仕組み

である SOR（スマート・オーダー・ルーティング）注文サービスの提供を開始いたしました。 

 第２の収益の柱として注力する CFD では、スマートフォンアプリの改善を継続するとともに、少額

取引のニーズに応えた最小取引数量の引き下げの実施や新たに 20 銘柄の取り扱いを開始するなど、顧

客利便性の向上を図りました。また、認知度向上に向けたコンビニでの音声広告などのプロモーショ

ン活動や、新規口座獲得と取引活性化を図るためのキャンペーンを展開しました。 

 その他のサービスの拡充としては、2023 年 12 月に顧客口座へ即時に入金しリアルタイムで余力に

反映する「即時入金サービス」の提携金融機関１行の追加、外国債券における米ドル/円の為替手数料

の無料化を実施し、顧客利便性の向上に取り組みました。 

 これらの諸施策の影響を受けて、今期末における証券取引口座数は 523,933 口座（前期末 505,589

口座)、店頭 FX 取引口座数は 811,648 口座（前期末 771,555 口座）、CFD 取引口座数は 200,427 口座（前

期末 185,247 口座）となり、顧客基盤はさらに拡大しました。 
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２．業務の状況を示す指標 

  (1) 経営成績等の推移 

（単位：百万円） 

 2021 年 12 月期 2022 年 12 月期 2023 年 12 月期 

資本金 4,346 4,346 4,346 

発行済株式総数 18,010,400 18,010,400 18,010,400 

営業収益 25,600 25,548 32,396 

（受入手数料） 2,893 2,715 2,414 

 （（委託手数料）） 2,013 2,034 1,784 

（（引受け・売出し・特定投資

家向け売付け勧誘等の手数

料）） 

― ― ― 

（（募集・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の取扱い

手数料）） 

11 6 7 

 （（その他の受入手数料）） 869 674 622 

（トレーディング損益） 19,744 20,092 26,635 

 （（株券等）） 2,541 3,868 3,163 

 （（債券等）） 2 △7 38 

 （（その他）） 17,200 16,231 23,432 

純営業収益 24,666 24,618 31,275 

経常損益 11,890 12,144 18,268 

当期純損益 8,437 8,480 12,677 

 

  (2) 有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の状況 

（単位：百万円） 

 2021 年 12 月期 2022 年 12 月期 2023 年 12 月期 

自   己 15,556 5,726 2,300 

委   託 10,887,131 9,107,126 9,516,766 

計 10,902,687 9,112,852 9,519,067 
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② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定機関投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募

集、売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

（単位：百万円） 

区分 引 受 高 売 出 高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募 集 の 

取 扱 高 

売出しの 

取 扱 高 

私 募 の 

取 扱 高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の取扱

2021 年 

12 月期 

株券 － － － 5 － － － 

計 － － － 5 － － － 

2022 年 

12 月期 

株券 － － － － － － － 

計 － － － － － － － 

2023 年 

12 月期 

株券 － － － 600 － － － 

計 － － － 600 － － － 

 

  (3) その他業務の状況 

（単位：百万円） 

 2021 年 12 月期 2022 年 12 月期 2023 年 12 月期 

商品 CFD 取引収益 3,075 4,865 4,868 

金融機関代理業に係る収入 6 6 2 

ＡＳＰサービス利用料 0 0 34 

その他業務受託に係る収益 27 24 2 

 

 (4) 自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 2021 年 12 月期 2022 年 12 月期 2023 年 12月期 

自己資本規制比率 

（Ａ／Ｂ×100） 
458.4% 497.6% 590.5% 

固定化されていない自己資本

（Ａ） 
27,263 28,484 36,298 

リスク相当額（Ｂ） 5,946 5,723 6,146 

 

市場リスク相当額 229 162 377 

取引先リスク相当額 2,322 2,330 2,419 

基礎的リスク相当額 3,394 3,231 3,349 
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 (5) 使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：人） 

 2021 年 12 月期 2022 年 12 月期 2023 年 12 月期 

使用人 133 120 86 

（うち外務員） 112 109 76 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

１．経理の状況 

  (1) 貸借対照表                                 

  (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(2022年12月31日) 

当事業年度 

(2023年12月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金  37,900  31,479 

    預託金  367,269  377,666 

    トレーディング商品  7,421  5,075 

      商品有価証券等 ※２ 2,636 ※２ 1,529 

      デリバティブ取引  4,785  3,545 

    約定見返勘定  58  71 

    信用取引資産  90,157  94,558 

      信用取引貸付金  82,604  86,844 

      信用取引借証券担保金  7,552  7,714 

  有価証券担保貸付金  12,695  12,531 

   借入有価証券担保金  12,695  12,531 

    立替金  68  46 

    短期差入保証金  69,361  66,120 

    支払差金勘定  65,324  72,702 

      外国為替証拠金取引顧客差金  64,340  71,456 

      外国為替証拠金取引自己差金  328  470 

      商品CFD取引顧客差金  635  776 

      商品CFD取引自己差金  19  － 

    前払費用  52  70 

    未収入金  403  797 

    未収収益  855  916 

    その他  －  － 

    貸倒引当金  △ 59  △ 38 

    流動資産合計  651,508  661,997 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物 ※３ 5 ※３ － 

      器具備品 ※３ 0 ※３ － 

      有形固定資産合計  5  － 

    投資その他の資産     

      投資有価証券  285  266 

      出資金  1  1 

      長期差入保証金  27  22 

      破産更生債権等  14  27 

      長期前払費用  4  3 

      繰延税金資産  452  525 

      その他  1  1 

      貸倒引当金  △ 14  △ 27 

      投資その他の資産合計  772  819 

    固定資産合計  777  819 

  資産合計  652,286  662,816 
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  (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(2022年12月31日) 

当事業年度 

(2023年12月31日) 

負債の部      

  流動負債      

    トレーディング商品  2,451  3,413 

   商品有価証券等 ※２ 149 ※２ 252 

      デリバティブ取引  2,301  3,161 

    信用取引負債  35,929  31,816 

      信用取引借入金  8,769  6,155 

      信用取引貸証券受入金  27,159  25,660 

    有価証券担保借入金  26,233  15,698 

      有価証券貸借取引受入金  26,233  15,698 

    預り金  46,681  53,315 

    受入保証金  413,671  426,759 

    受取差金勘定  6,215  5,440 

      外国為替証拠金取引顧客差金  4,423  5,052 

      外国為替証拠金取引自己差金  1,218  95 

      商品CFD取引顧客差金  393  249 

      商品CFD取引自己差金  180  43 

    短期借入金  74,650  81,300 

    １年内返済予定の長期借入金  4,000  2,000 

    未払金  4,155  965 

    未払費用  1,199  1,501 

    未払法人税等  438  3,318 

    賞与引当金  67  28 

    その他  7  － 

   流動負債合計  615,699  625,562 

  固定負債     

    長期借入金  2,000  2,000 

    資産除去債務  －  － 

   固定負債合計  2,000  2,000 

  特別法上の準備金     

    金融商品取引責任準備金  949  942 

   特別法上の準備金合計  949 
 

 942 
 負債合計  618,649  618,649 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金  4,346  4,346 

    資本剰余金     

      資本準備金  3,223  3,223 

      その他資本剰余金  1,000  1,000 

     資本剰余金合計  4,223  4,223 

    利益剰余金     

      その他利益剰余金     

        繰越利益剰余金  25,042  25,720 

    利益剰余金合計  25,042  25,720 

   株主資本合計  33,612  34,290 

評価・換算差額等     

その他有価証券評価差額金  25  21 

評価・換算差額等合計    25  21 

純資産合計  33,637  34,311 

負債・純資産合計  652,286  662,816 
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  (2) 損益計算書                                

  (単位：百万円) 

 

前事業年度 

(自 2022年１月１日 

 至 2022年12月31日) 

当事業年度 

(自 2023年１月１日 

 至 2023年12月31日) 

営業収益     

  受入手数料  2,715  2,414 

    委託手数料  2,034  1,784 

    募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の
取扱手数料 

 6  7 

    その他の受入手数料  674  622 

  トレーディング損益  20,092  26,635 

  金融収益  2,709  3,307 

  その他の営業収益  31  39 

  営業収益合計  25,548  32,396 

金融費用  930  1,120 

純営業収益  24,618  31,275 

販売費及び一般管理費     

  取引関係費  6,162  6,154 

  人件費  908  689 

  不動産関係費  1,009  1,062 

  事務費  3,687  4,225 

  減価償却費  5  5 

  租税公課  693  865 

  貸倒引当金繰入  －  － 

  その他  17  13 

  販売費及び一般管理費合計  12,485  13,016 

営業利益  12,133  18,259 

営業外収益  22  26 

営業外費用  11  17 

経常利益  12,144  18,268 

特別利益     

 金融商品取引責任準備金戻入  －  7 

 貸倒引当金戻入  8  5 

  特別利益合計  8  12 

特別損失     

  金融商品取引責任準備金繰入  25  － 

 固定資産除却損  －  0 

  特別損失合計  25  0 

税引前当期純利益  12,127  18,281 

法人税、住民税及び事業税  3,609  5,675 

法人税等調整額  37  △71 

法人税等合計  3,647  5,603 

当期純利益  8,480  12,677 
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  (3) 株主資本等変動計算書 

 

前事業年度（自 2022 年１月１日 至 2022 年 12 月 31 日） 

(単位：百万円) 

  株主資本 評価・換算差額等 

純 資 産 

合 計 資 本 金 

資 本 

剰 余 金 

利 益 

剰 余 金 

株主資本

合 計 

その他有価証 

券評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

資  本 

準 備 金 

そ の 他 

利益剰余金 

その他資

本剰余金 

繰 越 

利益剰余金 

当期首残高 4,346 3,223 29,920 37,490 63 63 37,554 

当期変動額        

剰余金の配当   △ 12,999 △ 12,999   △ 12,999 

当期純利益   8,480 8,480   8,480 

合併による増加  1,000 △358 641   641 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
    △38 △38 △38 

当期変動額合計 － 1,000 △4,878 △3,878 △38 △38 △3,916 

当期末残高 4,346 4,223 25,042 33,612 25 25 33,637 

 

当事業年度（自 2023 年１月１日 至 2023 年 12 月 31 日） 

(単位：百万円) 

  株主資本 評価・換算差額等 

純 資 産 

合 計 資 本 金 

資 本 

剰 余 金 

利 益 

剰 余 金 

株主資本

合 計 

その他有価証 

券評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

資  本 

準 備 金 

そ の 他 

利益剰余金 

その他資

本剰余金 

繰 越 

利益剰余金 

当期首残高 4,346 4,223 25,042 33,612 25 25 33,637 

当期変動額        

剰余金の配当   △ 11,999 △ 11,999   △ 11,999 

当期純利益   12,677 12,677   12,677 

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額） 
    △3 △3 △3 

当期変動額合計 － － 677 677 △3 △3 674 

当期末残高 4,346 4,223 25,720 34,290 21 21 34,311 
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[貸借対照表に関する注記] 

前事業年度 

(2022年12月31日) 

当事業年度 

(2023年12月31日) 

１ 差入れている有価証券及び差入れを受けている有

価証券の時価額 
①差入れている有価証券の時価額 

  信用取引貸証券 27,137百万円 

  信用取引借入金の本担保証券 8,783百万円 

 消費貸借契約により貸し付けた

有価証券 
25,141百万円 

  差入保証金代用有価証券 64,134百万円 

 

②差入れを受けている有価証券の時価額 

  信用取引貸付金の本担保証券 79,181百万円 

  信用取引借証券 7,461百万円 

 消費貸借契約により借り入れた

有価証券 
62,575百万円 

  受入保証金代用有価証券 276,051百万円 301,101

  

１ 差入れている有価証券及び差入れを受けている有

価証券の時価額 
①差入れている有価証券の時価額 

  信用取引貸証券 26,444百万円 

  信用取引借入金の本担保証券 6,216百万円 

 消費貸借契約により貸し付けた

有価証券 
15,146百万円 

  差入保証金代用有価証券 74,859百万円 

 

②差入れを受けている有価証券の時価額 

  信用取引貸付金の本担保証券 83,933百万円 

  信用取引借証券 7,624百万円 

 消費貸借契約により借り入れた

有価証券 
66,836百万円 

  受入保証金代用有価証券 312,225百万円 

  

※２ 商品有価証券等の内訳 

（資産）  

  株券 2,269百万円 

  債券 366百万円 

 

（負債）  

  株券 149百万円 
 

※２ 商品有価証券等の内訳 

（資産）  

  株券 1,150百万円 

  債券 379百万円 

 

（負債）  

  株券 252百万円 
 

※３ 有形固定資産の減価償却累計額 

建  物 12百万円 

器具備品 1百万円 

  

※３ 有形固定資産の減価償却累計額 

建  物 － 

器具備品 － 

 

４ 関係会社に対する金銭債権 

  短期金銭債権 9,200百万円 

  
 

４ 関係会社に対する金銭債権 

  短期金銭債権 8百万円 

  
 

５ 関係会社に対する金銭債務 

  短期金銭債務 5,530百万円 

  
 

５ 関係会社に対する金銭債務 

  短期金銭債務 11,207百万円 
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[損益計算書に関する注記] 

前事業年度 

(自 2022年１月１日 

 至 2022年12月31日) 

当事業年度 

(自 2023年１月１日 

 至 2023年12月31日) 

１ 関係会社との取引高の総額 

  営業取引による取引高の総額 8,686百万円 

  営業取引以外の取引による取引

高の総額 
－ 

 

１ 関係会社との取引高の総額 

  営業取引による取引高の総額 8,321百万円 

  営業取引以外の取引による取引

高の総額 
－ 

 

 

[株主資本等変動計算書に関する注記] 

前事業年度（自 2022年１月１日 至 2022年12月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
当事業年度期首 

株式数(株) 

当事業年度 

増加株式数(株) 

当事業年度 

減少株式数(株) 

当事業年度末 

株式数(株) 

発行済株式     

  普通株式 18,010,400 － － 18,010,400 

  合計 18,010,400 － － 18,010,400 

 

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３ 配当に関する事項 

配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2022年6月21日 

臨時株主総会 
普通株式 6,999 388.66 2022年 6月24日 2022年 6月24日 

2022年12月20日 

臨時株主総会 
普通株式 5,999 333.14 2022年12月23日 2022年12月23日 

 

４ 新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

に関する事項 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 2023 年１月１日 至 2023 年 12 月 31 日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
当事業年度期首 

株式数(株) 

当事業年度 

増加株式数(株) 

当事業年度 

減少株式数(株) 

当事業年度末 

株式数(株) 

発行済株式         

  普通株式 18,010,400 － － 18,010,400 

  合計 18,010,400 － － 18,010,400 
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２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３ 配当に関する事項 

配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

2023年12月19日 

臨時株主総会 
普通株式 11,999 666.28 2023年12月22日 2023年12月22日 

 

４ 新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

に関する事項 

該当事項はありません。 
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２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

（単位：百万円） 

借入先の氏名又は名称 借入金の種類 
借入金額 

2022 年 12 月期 2023 年 12 月期 

株式会社三井住友銀行 短期借入金 25,000 35,000 

株式会社あおぞら銀行 長期借入金 6,000 4,000 

株式会社 SBI 新生銀行 短期借入金 6,000 3,000 

三井住友信託銀行株式会社 短期借入金 5,000 5,000 

株式会社東京スター銀行 短期借入金 2,350 2,000 

楽天銀行株式会社 短期借入金 2,000 2,000 

株式会社きらやか銀行 短期借入金 1,500 1,500 

株式会社武蔵野銀行 短期借入金 1,000 1,000 

株式会社千葉銀行 短期借入金 500 1,000 

東京証券信用組合 短期借入金 800 800 

株式会社山口銀行 短期借入金 2,000 － 

株式会社高知銀行 短期借入金 2,000 － 

株式会社東日本銀行 短期借入金 1,500 － 

株式会社みずほ銀行 短期借入金 － － 

ＧＭＯフィナンシャルホールディングス株式会社 短期借入金 － － 

日本証券金融株式会社 信用取引借入金 8,769 6,155 

（注）上記のほか、コールマネーによる借入が、2023 年 12 月期において合計 30,000 百万円となっ

ております。 

 

３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の取

得価額、時価及び評価損益 

（単位：百万円） 

 
2022 年 12 月期 2023 年 12 月期 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

その他 285 － － 266 － － 

合   計 285 － － 266 － － 
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４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約価

額、時価及び評価損益 

   店頭デリバティブ取引の状況 

（単位：百万円） 

 
2022 年 12 月期 2023 年 12 月期 

契約価額 時  価 評価損益 契約価額 時  価 評価損益 

外国為替証拠金取引       

 (1) 売建 719,805 31,671 31,671 755,426 18,099 18,099 

 (2) 買建 648,971 27,577 27,577 684,002 48,679 48,679 

商品 CFD 取引       

 (1) 売建 10,717 62 62 13,574 381 381 

 (2) 買建 10,620 19 19 7,626 144 144 

 

５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

当社は、2022 年１月１日から 2022 年 12 月 31 日までの第 18 期事業年度の計算書類及び 2023

年１月１日から 2023 年 12 月 31 日までの第 19 期事業年度の計算書類について、会社法第 436 条

第２項第１号の規定に基づき、EY 新日本有限責任監査法人による監査を受けており、監査報告

書を受領しております。
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Ⅳ．管理の状況に関する事項 

 １．内部管理の状況の概要 

 (1) 内部統制、リスク管理体制及びコンプライアンス体制の状況 

当社は適正な業務遂行にあたり、内部統制の重要性を強く認識しております。具体的な施策

といたしましては、取締役会において「内部統制に関する基本方針」を定め、内部統制を確保す

るための基本的な体制を構築しているほか、業務全般にわたる社内の諸規程を整備し、業務の

適正性を図っております。また、内部監査室が内部監査を実施することで、業務の適正性を維持

する体制を構築しております。 

リスク管理体制については、取締役会にて制定した「リスク管理規程」において、市場リスク、

信用リスク、取引先リスク、流動性リスク、システムリスク、事務リスク等の各種リスクについ

て、管理方針及び管理体制について定めており、各部門において適切に管理される体制を構築

しております。また、各部門のリスク管理状況については、定期的に内部監査を実施しておりま

す。 

なお、インターネットを介して金融商品取引サービスを提供するという事業特性に鑑み、シ

ステムリスク管理に関する方針・基準を社内規程として整備し、運用を行っております。 

コンプライアンス体制につきましては、「コンプライアンス・マニュアル」を制定し、法令諸

規則及び当社諸規程を遵守するよう、役職員に指導をしております。 

顧客からの相談及び苦情の受付は、カスタマーサービス室において行い、コンプライアンス

部がその報告を受け、対応しております。また、内部管理統括責任者が出席するコンプライアン

ス委員会は、対応状況の報告を受け、そのモニタリングを行っております。なお、これらは社内

において「苦情・紛争処理規程」及び「苦情対応マニュアル」を定め、取扱手続きを明文化して

おります。 

  

 (2) 内部監査の状況 

当社は内部管理態勢の有効性を検証するため、代表取締役直属の内部監査室を設置しており

ます。内部監査の適正性を確保するため取締役会にて内部監査規程等を定め、各部門の業務の

活動状況、法令・諸規則の遵守状況、リスク管理状況、社内及び外部機関の監査・検査に係る指

摘事項の改善状況等について監査を行い、各部門の業務活動の適正性、業務上の法令違反及び

事故発生の防止、経営の健全化及び業務効率の向上に努めております。 
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 ２．分別管理の状況 

 (1) 金融商品取引法第 43条の２の規定に基づく分別管理の状況 

①顧客分別金信託の状況 

（単位：百万円） 

項   目 
2022 年 12 月 31 日 

現在の金額 

2023 年 12 月 31 日 

現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額  114,476  130,526 

顧客分別金信託額 114,500 130,600 

期末日現在の顧客分別金必要額 110,919 127,342 

 

  ②有価証券の分別管理の状況 

    イ．保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2022 年 12 月 31 日現在 2023 年 12 月 31 日現在 

単位 
国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株券 株数 177,829 95 174,281 92 千株 

債券 金額 ― 229 601 823 百万円 

受益証券 口数 5,210 0 5,696 ― 百万口 

その他 

（受益証券発行

信託受益権） 

口数 0 ― 406 ― 百万口 

 

    ロ．受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
2022 年 12 月 31 日現在 2023 年 12 月 31 日現在 

単位 
数   量 数   量 

株券 株数 194,066 198,472 千株 

受益証券 口数 4 10 百万口 

その他 

（受益証券発行

信託受益権） 

口数 0 0 百万口 

 

  



 

21 

 

    ハ．管理の状況 

管理場所及び国名 管理方法 区  分 
数・額面金額 

2022年12月31日 

数・額面金額 

2023年12月31日 
単位 

株式会社証券保管振替機構 

日本 
振替決済 

株  券 371,990 372,753 千株 

債  券 ― 602 百万円 

受益証券 5,214 5,706 百万口 

その他 

（受益証券発行

信託受益権） 

0 557 百万口 

東 海 東 京 証 券 株 式 会 社

日本 
混合管理 債券 229 823 百万円 

 

③対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

 管理の方法 2022 年 12 月 31 日 2023 年 12 月 31 日 内  訳 

金銭 金銭信託 66,500 64,500 日証金信託銀行株式会社 

 

 (2) 金融商品取引法第 43条の２の２の規定に基づく区分管理の状況 

   該当事項はありません。 

 

 (3) 金融商品取引法第 43条の３の規定に基づく区分管理の状況 

① 同条第１項の規定に基づく区分管理の状況 

（単位：百万円） 

 管理の方法 2022年12月31日 2023年12月31日 内   訳 

金銭 金銭信託 

114,100 119,400 三井住友銀行株式会社 

28,100 28,100 日証金信託銀行株式会社 

21,000 21,000 三井住友信託銀行株式会社 

11,000 11,000 みずほ信託銀行株式会社 

 

② 同条第２項の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 
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Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

該当事項はありません。 

 

 

以  上 


